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発刊にあたって

発刊にあたって

　司法書士は、明治 ５年（1872年）、太政官無号達司法職務定制により代書

人として誕生し、今日まで裁判事務に関する専門家として多方面にわたり、

市民の権利保全に寄与してきた。

　平成14年に公布され、同15年に施行された改正司法書士法により、司法書

士に簡易裁判所における訴訟代理権が付与されたことにより、その活躍は多

重債務者の救済をはじめ、消費者問題、敷金返還請求や労働紛争等への積極

的な取組みへと拡がり、市民生活上の紛争の予防および権利救済に重要な役

割を担い、また今後も担い続けていくことが期待されている。

　こうした「身近なくらしの中の法律家」を自負する私たち司法書士の裁判

業務に関する歴史と実務、そして今後の展望も踏まえ、今般、『司法書士裁

判実務大系』を発刊することとなった。

　本書は、前記の平成14年司法書士法改正前から司法書士が行ってきた裁判

所提出書類作成業務全般の、相談から始まり訴状作成等に至るまでの司法書

士裁判実務の基本書ともいえるものである。

　また、今般発刊した総論にあたる「職務編」は、今後、 ２巻に分けて発刊

予定の事件類型ごとの各論にあたる「民事編」「家事・刑事編」とあわせ、

司法書士の裁判業務全般を網羅する内容となっている。

　司法書士は、今後も「市民と共に行動する支援型の法律家」「市民に寄り

添う身近で信頼される法律家」として、さらなる努力を続け市民にとって有

用で頼りがいのある存在とならなければならない。

　本書を、司法書士そして司法書士を取り巻く多くの関係機関の方々にお読

みいただき、「司法書士訴訟」と呼ばれる裁判業務についての理解を深めて

いただくことができれば幸いである。

　平成29年 ５ 月

� 日本司法書士会連合会会長　三河尻　和夫
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はしがき

は　し　が　き

　司法書士に簡易裁判所における代理権を付与するという、画期的な内容を

含んだ平成14年の司法書士法改正から、早くも15年が経過した。

　この間、簡易裁判所における訴訟代理権の認定を受けた全国の司法書士の

多くが、多重債務者の債務整理という業務において、簡易裁判所や裁判外に

おける代理業務に携わり、社会問題となっていた多重債務問題の解決に一定

の役割を果たしてきた。

　しかし、その一方で、司法書士の裁判外における代理権の範囲や、裁判所

提出書類作成業務の範囲が裁判上で争われることとなり、司法書士にとって

厳しい判断がいくつか下されている。

　司法書士は、司法代書人と呼ばれた頃から、訴状や答弁書・準備書面など

の裁判所に提出する書類作成を根幹業務としてきたが、高度経済成長期に中

心業務が登記業務に移行したため、日本司法書士会連合会においての裁判実

務の理論的研究や次世代の司法書士への実務ノウハウの伝承は、決して十分

とはいえなかったと思われる。もちろん、全国各地には、裁判実務に精通し

た会員も存在していたが、そうした先人の理論やスキルを多くの司法書士会

員に伝えることができなかったのではないだろうか。

　本書は、平成14年の司法書士法改正以前から、連綿と続いてきた司法書士

による本人訴訟支援の意義と実務的な留意点についての考察はもとより、司

法書士に簡易裁判所における訴訟代理権が付与された背景と意味、そして、

本人訴訟支援（裁判書類作成関係業務）と簡裁訴訟代理等関係業務の現時点

における実績と今後の課題と展望について、研究者と司法書士により共著し

たものである。

　司法書士は、本人訴訟支援の担い手であり、訴訟の当事者である本人に寄

り添い、本人と二人三脚の本人支援型の法律家である、とよくいわれている

が、その本人訴訟支援のあり方について真正面から論じた文献は少なく、こ

れを形にすることの意義は大きいと考える。
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はしがき

　日本司法書士会連合会にとっても初めての試みであり、これからも司法書

士による裁判実務は進化し、深化し続けるであろうことから、本書は、現時

点における議論を形にしたもので、今後の議論の基礎となるものである。

　本書が、全国の司法書士の裁判実務の一助になり、もって、市民の裁判を

受ける権利に資することになれば幸甚である。

　平成29年 ５ 月

� 日本司法書士会連合会紛争解決支援推進対策部部長　樋 口　威作夫
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Ⅲ　司法書士訴訟

１ 　司法書士訴訟の意義――本人の訴訟追行能力の補充

　本章では、「司法書士訴訟」とは、本人訴訟の一形態で、本人が裁判書類

の作成を司法書士に依頼して、訴訟を追行するものとする。すなわち、司法

書士が裁判書類作成関係業務を行い本人の訴訟を支援し、本人の訴訟追行能

力を補充する訴訟形態である。

２ 　司法書士訴訟として選ばれる事件の属性

　多くの者は、訴訟手続は複雑なものだから、訴訟手続をやりきるには専門

家の支援が必要であると考えている。しかし、日本では、できるものなら専

門家の支援を受けながらでも、自力で解決したいと考えている者が多数い

る。しかも、そのほうが、訴訟の結果に対する本人の満足度は高い。

　さらには前述のとおり、司法統計上、地方裁判所の事件でも、判決までも

つれるのは約 ３割の事件にしかすぎず、半数以上は半年で終了し、しかも、

ほとんど人証調べが行われず、書証で勝負が決している。このような事件で

は、本人が訴訟追行しても大きな負担にはならないので、司法書士の援助で

十分闘える。実際、司法書士の書類作成の支援があれば勝訴できる事件は相

当数ある（後記 ８参照）。

３ 　委任契約の内容

⑴　委任契約の性質

　司法書士の裁判書類の作成業務は、本人との委任契約による。ただ、受任

できる事務の範囲は、自由に定めることはできない。司法書士法で規定さ

れ、司法書士ができると解釈される範囲内に限定される。したがって、裁判

書類の作成のほか、その書類に基づいて口頭弁論で弁論することを受任して

も、その弁論行為の約定は無効となるのみならず、弁護士法72条違反の問題
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が生ずることになる。それゆえ、司法書士訴訟における司法書士の業務は、

裁判書類の作成に限定される。

　そのほか、司法書士訴訟では、司法書士の相談権（法 ３条 １項 ５号）の利

用もある。これも委任契約であるが、同様に、司法書士法上の制限がある
（この司法書士法の制限については、解釈に争いがあるところなので後述する）。

⑵　依頼の幅

　裁判書類の作成の意味については、訴訟代理権のように、その範囲が法定

されているわけではない（民事訴訟法55条・56条参照）。それゆえ、裁判書類

作成関係業務の範囲に関しては、裁判書類の作成と解釈される範囲内であれ

ば、司法書士と当事者の契約で自由に定めることはできるが、以下に述べる

受託形態や、法律判断権等が問題になる。

　裁判書類の作成に係る業務の受託の形態について、司法書士法には、「裁

判所……に提出……する書類……を作成すること」（法 ３条 １項 ４号）としか

定められていない。したがって、個々別々に必要に応じて書類の作成を受任

することはもちろん、訴訟手続は有利な判決を取得するために連続して訴訟

追行をするものであるから、当該訴訟手続全般について一括で包括的に書類

の作成を受任することも可能であると考えられる（松山地西条支判昭和52・

１ ・18判時865号110頁（以下、本章では、「松山地裁西条支部判決」という。判決

全文は、巻末の資料⑤参照）に同旨）。ただ、訴訟手続は、審級ごとに別の手

続とされているので、第 １審の訴訟手続における裁判書類の作成業務を受任

しても、第 ２審の訴訟手続においては別途受任が必要である。また、訴訟手

続と強制執行手続は別であるから、判決後の強制執行を申し立てるには、強

制執行に関する裁判書類の作成業務を別途受任する必要がある。

　また、規定の文言から、依頼者が指示するとおりの内容の文書を作成する

こと（いわゆる代書）も、法 ３条による業務ではあるが、依頼者が提供した

資料を基に司法書士が法律的判断をして裁判書類を作成しても、依頼者が承

認している限り、法 ３条の裁判書類の作成業務の範囲内の業務であると考え

られる（松山地裁西条支部判決に同旨）。なぜなら、依頼者の指示するとおり
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にしか書面を作成できないとすると、純粋な本人訴訟（本章Ⅱ参照）のよう

に審理が混乱するばかりではなく、ひいては依頼者の権利を確保することは

できず、司法書士法の目的（法 １条）に反することになるからである（この

点については、後に詳述する）。

⑶　形式的な書類作成の前後の業務

　次に、司法書士の業務である裁判書類の作成とは、形式的な書類の作成に

限定されるものか否かが問題となる。裁判書類の作成が依頼者の指示した内

容を単に記載するだけのものと考えれば、裁判書類の作成業務は依頼者に指

示された書類を作成すればよく、それだけで業務は完結することになる。

　しかし、司法書士の裁判書類の作成業務は、これにより訴訟手続の適正か

つ円滑な実施に資し、もって依頼者の権利の保護に寄与するものでなければ

ならない（法 １条）、さらに、認定司法書士（法 ３条 ２項）が裁判書類作成関

係業務を受託した場合には、その作成する書類に関して法律判断をすること

が要求されていると考えられる。それゆえ、作成する書類の内容に関して、

司法書士の法律専門家としての意見や判断を入れて作成することも可能であ

り、むしろ認定司法書士の場合には、それが要求されていると考えられる。

　そうだとすると、書類作成の前提となる事実関係の調査収集をしたうえで

書類を作成することもあるし、また、このようにして作成された書類に関

し、その書面の内容を説明したうえで、訴訟手続の中でどのような意味があ

るのか、今後の手続の中でどのような位置づけとなるのか等を説明すること

も必要となる。そうでなければ、その書類は依頼者自身の作成名義の文書と

はいえず、依頼者は弁論手続等の局面で有効かつ適切な訴訟追行行為をする

ことができないからである。

　それゆえ、「裁判書類の作成」の中には、事情聴取、証拠準備、保全措置

の指導、交通事故等での現場の確認、訴訟手続なのか調停手続なのか等の手

続の選択、今後の方針決定等に関する司法書士としての意見の表明などのほ

か、作成した書類の説明、訴訟における争点の説明、争点に対する主張・立

証活動の説明・助言、和解への対応、次回期日への事件管理の助言等も含ま
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れると考える
4
。

　要するに、「裁判書類の作成」とは、当事者の訴訟追行能力の補充行為全

般を指す（この点については、後に詳述する）。もっとも、前述のとおり、司

法書士の具体的な業務範囲は、本人との委任契約によるから、すべての裁判

書類作成関係業務において、司法書士が「裁判書類の作成」のすべてを行わ

なければならないわけではない。

⑷　善管注意義務

ア　根拠と内容

　司法書士が、裁判書類作成関係業務を受任し、本人訴訟を支援する場合、

司法書士は、委任の本旨に従い、善良なる管理者の注意をもって、裁判書類

作成関係業務の事務を処理する義務を負う
5
（民法644条）。

　また、その内容としては、受任した範囲において、その受任の本旨に従っ

て、委任者（本人）の当該訴訟における訴訟追行が、有効かつ適切になされ

るように支援するものでなければならない。
イ　具体的な問題点

A　受任の際の説明・助言

　司法書士訴訟（裁判書類作成関係業務）とは、前述のとおり、司法書士が、

本人の訴訟追行能力を補充して本人の訴訟追行を支援するものである。した

がって、本人が司法書士訴訟を希望する場合、①まずは、本人が司法書士の

支援により訴訟を追行することが可能か否かの確認が必要である。②そのう

えで、代理訴訟との比較の中で、訴訟追行上のメリット・デメリット
6
を説明

し、了解を得る必要がある。

4　本人訴訟支援71頁。
5　この点、大阪高判平成26・ ５ ・29民集70巻 ５ 号1380頁（以下、本章では、「和歌山訴訟
大阪高裁判決」という。判決全文は、巻末の資料②参照）は、「委任者は、そもそも高
度な専門的知識を必要とする状況下にあるからこそ、その状況を的確に把握し、問題
点・解決方法を得るために法律専門職に一定の事務処理を委任しているのであり、法律
専門職が適切な説明・助言をしないまま本人に意思決定をさせた場合、委任の趣旨に反
するからである」としている。
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　たとえば、代理訴訟に比べ報酬は一般的には低廉であるが、期日での対応

等訴訟行為をするのは本人であり、本人が常に裁判所に出頭して対応する必

要がある。即決の回答を求められることもあるが、まずは、自分で対応する

必要があること等を、本人に理解してもらわなければならない。
B　最善の事務処理

　法律専門職として、司法書士訴訟（裁判書類作成関係業務）を受任する以

上、善管注意義務として、事案に即し、本人の正当な利益を最大限確保する

ために最も適切・妥当な事務処理を行う義務を負う。それゆえ、司法書士に

は本人の意向いかんにかかわらず、法律専門職として最善の手続について説

明・助言すべき義務がある
7
。それゆえ、たとえば、過払金返還請求事件に

おける引直計算について、過払金返還請求権者が同じ貸金業者から新たな借

入れをした場合、その借入金債務を過払金債権への弁済とみなし、まず、過

払利息への弁済に充当され、次に、過払元金への弁済に充当されるとするこ

とは、判例上、一般的な見解といえるから、特段の事情のない限り、これと

6　この点、和歌山訴訟大阪高裁判決は、「過払金の回収に当たり、訴訟を提起し、その後
どのような方針で進めるかによって過払金回収の結果が相当に異なる事態になる可能性
がある。特に平成19年当時においては、貸金業法上の諸論点に関する一連の最高裁判例
が次々に出され、その推移を踏まえつつ残された論点についての見通しを立てて受任事
務を処理する必要が……あったといえる。そうすると、本件における……過払金の回収
については、高度な専門的知識を用いた裁量的判断を行いつつ、交渉や訴訟進行を図る
こと等が必要であったといえる。しかし、代理権限に制限のある司法書士では、必要な
場面で上記のような専門的・裁量的判断に基づく処理を自らの発言・行為として行うこ
とができず、過払金の回収において支障が生じるおそれがあることが予測できたものと
認められる」。そのため、「それに伴うリスクがあることを十分に説明した上で、それで
もなお司法書士に委任するのかを確認する必要があった」としている。しかし、訴訟に
なる場合、貸金業法上の諸論点等についての発言等については書面表明することなる。
したがって、この点に関しては、司法書士訴訟のデメリットとはいえないと考える。た
だ、証人尋問で勝負が決すると予想される事件において、司法書士は、その証人尋問等
の指導はできても、尋問自体を本人に代わってすることはできない。そのため、尋問能
力が劣る者に対して司法書士訴訟を受任するのは、本人にとって不利になることがある
旨を説明する必要があるといえる。
7　和歌山訴訟大阪高裁判決に同旨。
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異なる計算方法によって過払金を計算することは、法律専門職としての善管

注意義務に違反するということになる
8
。

　なお、ここで、最善の事務処理をしなかった特段の事情について触れてお

きたい。上記の過払金返還請求事件における引直計算の例でいうと、次のよ

うになる。すなわち、司法書士が一般的な計算方法と過払利息に充当しない

方法の両方を提示し、訴訟をすれば一般的な計算方法による過払金を回収で

きる可能性があるが、一方で、訴訟をせずに早期解決をするには過払利息を

充当しない計算方法による和解を提案することも考えられる旨を説明したと

ころ、本人がその説明を踏まえて、早期解決のために和解を選択した場合で

あれば、司法書士が誤った計算方法を採用し、それを前提に事務処理を行っ

たのではないから、善管注意義務に違反することはないとされている
9
。

４ 　訴訟追行能力の補充の限界

⑴　本人側の事情

　司法書士訴訟（裁判書類作成関係業務）では、訴訟の追行全般について、

司法書士が訴訟手続の複雑な部分を本人に説明・助言しながら、勝訴に向け

て、本人の訴訟追行能力を補充して、本人の訴訟手続を支援するものであ

る。ところが、司法書士の諸種の説明・助言を受けても、これを理解できな

い者もいる。たとえば、思い込みの激しい人や他人の話を聞かない独善的な

人はこれに属する。また、司法書士訴訟では、訴訟追行するのは本人である

から、体力的に裁判所に行けない人や、仕事等により裁判所に出頭できない

人の場合も、支援できない。さらに、証人尋問で勝負が決する事件では本人

の尋問能力が問われるところ、司法書士訴訟における支援は証人尋問等の指

導にとどまることから、本人の尋問能力が劣る場合は、司法書士訴訟には向

かない。

　したがって、これらの者の場合については、自らが代理人として事件を受

8　和歌山訴訟大阪高裁判決に同旨。
9　和歌山訴訟大阪高裁判決に同旨。
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任するか、他の司法書士や弁護士を紹介する等して代理訴訟を選択するよう

に説得すべきである。

⑵　司法書士側の事情

　一方、本人を支援する司法書士の支援能力にも考慮する必要がある。すな

わち、訴訟事件には、比較的簡単な事件から、裁判所でも専門部を設けて対

応している建築紛争や医療紛争等複雑な事件まで存在する。それゆえ、すべ

ての事件について、すべての司法書士が支援することが可能であると考える

ことはできない。簡裁訴訟代理等関係業務を行うのに必要な能力を有すると

認定されたからといって、すべての事件について本人を支援できるものでは

ない。

　本人の勝訴のため、自己の支援能力を冷静に判断して受任の可否を決すべ

きものと考える。そして、自分では本人支援をすることが著しく困難である

と判断した場合には、他の司法書士との共同受託を検討してみるか、いっそ

のこと他の司法書士を紹介すべきであろう。この場合、注意したいのは、で

きるだけ弁護士を紹介するのは避けるべきと考える。なぜなら、本人が司法

書士訴訟を選択した以上、その意思を尊重すべきだからである。

⑶　司法書士訴訟の役割

　司法書士は、裁判書類の作成をとおして、複雑で難解な訴訟手続において

も、本人の訴訟追行能力を補充し、もって、本人の適正かつ妥当な行動と当

事者の納得できる紛争解決結果の実現を支援し、当該本人の権利を擁護して

きた。また、司法書士に支援された本人が適正な訴訟追行をすることによ

り、訴訟手続が適正かつ円滑に進行し、裁判所のスムーズな訴訟運営に寄与

してきた。それゆえ、これらをとおして、司法書士は、司法書士法 １条の目

的を実現してきたし、法の支配の実現に寄与してきたと考える。

５ 　法律判断権の有無・制限と裁判書類の作成の範囲

⑴　法律判断権の有無・制限

　裁判書類の作成業務は、司法書士の業務であると同時に弁護士業務の一部
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